
２－14 

 

財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有有価証券･･････償却原価法（定額法）によっている。 

その他有価証券 ･･････市場性のある有価証券は時価により評価する基準を採用す

るが、該当は無い。 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

     什器備品及び車両運搬具･･････定率法によっている。 

     リース資産 

      所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 （３）引当金の計上基準 

     退職給付引当金･･････期末退職手当の自己都合要支給額に相当する額を計上している。 

 （４）リース取引の処理方法 

     所有権移転ファイナンス・リース取引・・・売買処理 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引・・・売買処理 ※ 

       ※法人の事業内容に照らして重要性が乏しいリース取引で、リース契約 1 件 

        あたりのリース料総額が 300 万円以下のリース取引・・・賃貸借処理 

     オペレーティング・リース取引・・・賃貸借処理 

（５）消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

定期預金 8,437,788 0 19,900 8,417,888 

大口定期預金 70,000,000 0 0 70,000,000 

投資有価証券 200,555,567 19,900 0 200,575,467 

小   計 278,993,355 19,900 19,900 278,993,355 

特定資産         

退職給付引当資産 62,308,626 6,606,489 5,817,689 63,097,426 

減価償却引当資産 1,157,608 74,863 0 1,232,471 

基金積立資産 3,200,000 0 0 3,200,000 

退職金共済還元準備積立資産 54,305,129 1,300,000 0 55,605,129 
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慶弔給付金積立資産 12,318,890 3,500,000 0 15,818,890 

産業振興基金積立資産 808,198 152 0 808,350 

小   計 134,098,451 11,481,504 5,817,689 139,762,266 

合   計 413,091,806 11,501,404 5,837,589 418,755,621 

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 当期末残高 (うち指定正味財産

からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

（うち負債に 

対応する額） 

基本財産     

定期預金 8,417,888 （8,296,445） （121,443） （0） 

大口定期預金 70,000,000 （70,000,000） （0） （0） 

投資有価証券 200,575,467 （200,575,467） （0） （0） 

小   計 278,993,355 （278,871,912） （121,443） （0） 

特定資産     

退職給付引当資産 63,097,426 （0） （0） （63,097,426） 

減価償却引当資産 1,232,471 （0） （1,232,471） （0） 

基金積立資産 3,200,000 （0） （3,200,000） （0） 

退職金共済還元準備積立資産 55,605,129 （0） （3,625,000） （51,980,129） 

慶弔給付金積立資産 15,818,890 （0） （15,818,890） （0） 

産業振興基金積立資産 808,350 （0） （808,350） （0） 

小   計 139,762,266 （0） （24,684,711） （115,077,555） 

合   計 418,755,621 （278,871,912） （24,806,154） （115,077,555） 

 

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

（単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時  価 評価損益 備  考 

満期保有目的有価証券     

ユーロ円建 為替リンク債 49,575,467 50,133,000 557,533 満期保有目的債券 

横浜市公債「ハマ債５」 100,000,000 100,103,400 103,400 満期保有目的債券 

かながわ県民債 50,000,000 49,933,600 △66,400 満期保有目的債券 

合   計 199,575,467 200,170,000 594,533  

 

 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 
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（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末 

残 高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当期末 

残 高 

貸借対照表上の

記載区分 

補助金       

管理運営費補助金 藤沢市 0 43,803,908 43,803,908 0 一般正味財産 

合  計 0 43,803,908 43,803,908 0  

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

内  容 金  額 

経常収益への振替額  

基本財産受取利息 300,167 

合  計 300,167 

 

７．その他 

  一般正味財産（うち特定資産への充当額）について 

   前年度欄において、一般正味財産（うち特定資産への充当額）について誤差を調整 

している。 

（単位：円） 

前年度の特定資産への充当額 訂正前 訂正後 増 減 

 公益目的事業会計 4,576,019 4,576,019 0 

 収益事業等会計 15,003,097 14,903,097 △100,000 

法人会計 330,580 330,580 0 

合  計（法人全体） 19,909,696 19,809,696 △100,000 
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附 属 明 細 書 

 

１． 基本財産及び特定資産の明細 

基本財産及び特定資産については、財務諸表に対する注記において記載している。 

 

２． 引当金の明細 

引当金については、次のとおりである。 

（単位：円） 

 

科 目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

目的使用 その他 

退職給付引当金 76,924,230 7,934,172 10,626,136 0 74,232,266 


